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第三者割当増資の結果に関するお知らせ 
 

平成 29 年３月 15 日及び平成 29 年３月 30 日開催の当社取締役会において決議いたしました当社普通株式

84,000 株の第三者割当による募集株式発行につきまして、割当先である大和証券株式会社より 84,000 株の割

当に応じる旨の通知があったため、当社普通株式 84,000 株を発行することが確定しましたのでお知らせいたし

ます。 

当社では、当社普通株式の株式会社東京証券取引所への上場に伴う公募による募集株式発行及び引受人の買

取引受による売出しに関連し、当社株主から当社普通株式を借受けた大和証券株式会社が売出人となり、当社

普通株式 84,000株のオーバーアロットメントによる売出しを行いました。 

本第三者割当増資は、このオーバーアロットメントによる売出しに関連して、大和証券株式会社を割当先と

して行われるものです。 

 

１．新株式の発行概要 

 

（1） 発 行 株 式 数  当社普通株式 84,000 株 

 

（2） 募 集 株 式 の 払 込 金 額 

（注） 

 1 株につき 金 1,037円 

 

（3） 募集株式の払込金額の総額  87,108,000円 

 

（4） 割 当 価 格  1 株につき 金 1,260.40円 
 

(5) 割 当 価 格 の 総 額  105,873,600 円 
 

（6） 増 加 す る 資 本 金 及 び 資 本 

準 備 金 に 関 す る 事 項 

 増加する資本金 1株につき   金 630.20円 
増加する資本準備金 1 株につき 金 630.20円 
 

(7) 割 当 先 及 び 割 当 株 式 数  大和証券株式会社 84,000株 

 

（8） 申 込 株 数 単 位  100株 

 

（9） 払 込 期 日  平成 29年５月 17日(水曜日) 

 

（注）募集株式の払込金額は会社法第 199 条第 1 項第 2 号所定の募集株式の払込金額であり、割当先

より払い込まれる金額は割当価格（株式会社東京証券取引所への上場に伴う公募による募集株

式発行並びに引受人の買取引受による売出しの引受価額と同額）となります。 

 

２．今回の増資による発行済株式総数の推移 

 

（平成 29年５月 12日現在） 

 

３．手取金の使途 

今回の第三者割当増資による手取概算額 104,873千円につきましては、平成 29年４月 10日に公表した

「公募増資等の価格等及びオーバーアロットメントによる売出しの売出株式数決定のお知らせ」に記載の

とおり、公募による募集株式発行における手取概算額 559,180 千円との合計 664,053 千円のうち 400,000

千円を設備資金に、残額を人件費に充当する予定であり、具体的には以下のとおりです。 

現 在 の 発 行 済 株 式 総 数 2,250,000株 

第三者割当増資による増加株式数 84,000株 

第三者割当増資後の発行済株式総数 2,334,000株 



 

①システム開発 

当社グループの旅行商品の取扱いはインターネットを通じたオンライン販売が中心であり、今後におい

て各方面別に魅力的な旅行商品の提供を行うことがグループ拡大のために必要であると認識しております。

そのような中、業務効率を改善し、規模の拡大に対応できる体制を構築するためには、基幹業務システム

の改善により、業容拡大に伴って生じた新たな事務処理に対応するとともに、複数のシステムに分散して

運用されている事務処理を統合的に運用可能なシステムを構築することで、予約・販売から経理・支払い

までを一気通貫で処理し業務効率を向上させることが必要であります。平成 29年４月に開発着手予定の基

幹業務システム投資資金として、200,000千円（平成 30 年３月期：100,000千円、平成 31年３月期：100,000

千円）を充当する予定です。 

また、顧客数の増加に備え、販売・顧客管理強化のため平成 29 年 10 月開発着手予定のシステム投資資

金として、200,000千円（平成 30年３月期：100,000千円、平成 31年３月期：100,000千円）を充当する

予定であります。 

 

②採用研修費及び人件費 

当社グループが持続的な成長を遂げるためには、当社運営サイト及び当社システムの継続的な開発活動、

並びに当社運営サイト及び当社ブランドの認知度向上のためのマーケティング活動等が不可欠であり、こ

れらを推進する優秀な人材を確保、育成する必要があるものと認識しております。また、当社では、旅行

先の方面別に「トラベル・コンシェルジュ」と呼ぶ担当者を配置し、担当する方面に精通した「トラベル・

コンシェルジュ」がお客様から旅行に関するご要望をヒアリングして、一人ひとりのお客様に最適な旅行

を提供し付加価値の高い商品提案を行うことを販売戦略の柱としております。かかる「トラベル・コンシ

ェルジュ」としてのホスピタリティを体現しお客様に対して満足度の高い接客応対が可能な優秀な予約担

当者や、魅力的な旅行商品の企画・造成を行う担当者等を確保し育成することも必要と考えております。 

当社グループでは、「トラベル・コンシェルジュ」の教育を目的とした専門部署を設置してホスピタリテ

ィや顧客満足の専門家の指導の下で接客応対に関する教育を行うとともに、担当する方面を実地で学ぶた

めに社員を積極的に海外研修に派遣する等して充実した教育研修機会を提供することで、「トラベル・コン

シェルジュ」の育成強化に力を入れております。 

これらの人材の人件費増加分及び採用活動費、並びに採用した人材を教育するための資金として、平成

30 年３月期に 150,000 千円、平成 31年３月期以降に残額を充当する予定であります。 

 

なお、平成 29年２月 28日現在、設備投資計画は、以下のとおりです。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 
投資予定額 

資金調達方法 着手年月 
完了予定 
年月 

完成後の 
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額 
(千円) 

提出会社 

本社 

(東京都豊島区) 
旅行業 

基幹 
システム 

200,000 － 
自己資金 

増資資金 
平成 29年 

４月 
平成 30年 

８月 （注）２ 

本社 

(東京都豊島区) 
旅行業 

販売・顧客管理
システム 

200,000 － 
自己資金 

増資資金 
平成 29年

10月 
平成 30年 

12月 （注）２ 

(注)１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２．完成後の増加能力については、計数的把握が困難であるため、記載を省略しております。 

 

 

 

以   上 


